第１号様式（第７条関係）
　　　　年　　月　　日　　

　多摩市長　殿

申請者　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　印　　
電　話　　　　　　　　　　

多摩市木造住宅耐震診断費補助金交付申請書

　多摩市木造住宅耐震診断費補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

　１　申請金額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

　　　（要綱第５条の規定により算出した金額を記入してください。）


　２　耐震診断を実施する住宅
	住宅所在地
	多摩市

	建築年次
	□昭和・□平成　　年　　月（平成12年５月31日以前に限る。）

	構造
	　□在来軸組工法　□その他（　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　（昭和56年５月31日以前の建築に限る。）

	建物用途
	　□専用住宅　　□併用住宅　　□その他(　　　　　　　　)

	診断実施予定日
	　　　　年　　月　　日　　

	耐震診断士
	事務所住所

	
	診断士氏名

	診断見積額
	円　（消費税相当額を除く額）



	以下の項目について、必ず確認のうえ申請してください。



　
　３　注意事項
　　(１)　耐震診断の契約は、本申請による交付決定を受けてから、締結してください。
　　(２)　過去に多摩市が実施する無料耐震診断又は耐震診断補助を受けた木造住宅は、この要綱による耐震診断費用の補助は受けられません。
　　(３)　本申請の日の属する年度の末日までに要綱第１３条の規定による完了報告を終える必要があります。

　４　補助対象者
　　(１)　補助対象住宅の所有者であること。
　　(２)　住民税及び固定資産税を申請日現在滞納していないこと。
　　(３)　補助金の申請に係る耐震診断につき、他の補助金等の交付を受けていないこと。
　　(４)　法人でないこと。

５　納税及び課税状況確認について
本申請に必要な住民税及び固定資産税の納税及び課税状況を税務資料により確認することに同意します。

申請者名　　　　　　　　　　印　　

　６　添付書類

(１)　建物所有者であることを明らかにするもの（建物に関する登記事項証明書等）
(２)　耐震診断を実施する木造住宅の図面の写し又は平面図
(３)　住民税及び固定資産税の納税証明書。ただし、市内在住者については、納税状況及び課税状況の確認の同意をもってこれに代えることができる。
(４)　耐震診断費用に係る見積書
(５)　耐震診断を実施する木造住宅の耐震診断前の状況が分かるもの（写真等）
(６)　建築確認申請の写し、固定資産課税明細書その他建築年次が分かるもの
(７)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

